
四日市港カーボンニュートラルポート協議会設置規約 

 

 （名称） 

第１条 本会は、「四日市港カーボンニュートラルポート協議会」（以下「協議 

会」という。）と称する。 

 

 （目的） 

第２条 本協議会は、今後、主要なエネルギー源が化石燃料から水素・燃料アンモ

ニア等へ変化しても、四日市港が、これまでと変わらず我が国における重要な

エネルギーの輸入・供給拠点としての役割を果たしていくため、産官学が連携

し、四日市港におけるカーボンニュートラルポート（以下、「ＣＮＰ」という。）

の形成を推進することを目的とする。 

 

 （所掌事項） 

第３条 協議会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事項について検討・情

報交換を行うものとする。 

（１）温室効果ガスの削減目標策定及びそれを実現するために講じるべき取組に

関する事項。 

（２）水素・燃料アンモニア等の供給目標及び供給計画策定等に関する事項。 

（３）その他、四日市港ＣＮＰの形成のために必要な事項。 

 

 （構成） 

第４条 協議会は、別紙に掲げる委員をもって構成する。 

２ 協議会の座長は、委員の中から互選する。 

３ 新たに協議会に加わろうとする者は、協議会の承認を得るものとする。 

 

 （協議会の取扱い） 

第５条 協議会は、原則として公開とするが、委員の自由な議論を担保する観点等

から、座長が必要であると認めるときは、議事内容により非公開とすることが

できる。 

 

 （委員以外の者の出席） 

第６条 座長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対し、協議会に出席

してその意見を述べ又は説明を行うことを求めることができる。 

 

 （ワーキンググループ） 

第７条 協議会は、専門の事項について検討等を行うため、ワーキンググループを

置くことができる。 

 



 （秘密保持） 

第８条 協議会の委員及びその関係者は、協議会で知り得た情報（第４条の規定によ

り公開された内容を除く。）を外部に漏らし、又は無断で使用してはならない。 

２ 関係者とは、第６条及び第７条に掲げる委員以外の出席者のほか、資料作成に

関わる者、協議会資料を取りまとめる者をいう。 

 

 （事務局） 

第９条 協議会の事務局は、四日市港管理組合経営企画部に置く。 

２ 事務内容は、以下の通りとする。 

（１）協議会の招集に関する事務 

（２）協議会に付議すべき事項に関する事務 

 

 （その他） 

第 10 条 本規約に定めるもののほか、協議会に関する必要な事項は、事務局が協

議会に諮って定める。 

 

附則 

この規約は、令和４年８月３日から施行する。 

 



[別 紙] 四日市港カーボンニュートラルポート協議会 委員 

 （敬称略） 

 

学識経験者 

森   隆行   流通科学大学 名誉教授  

鶴田 利恵   四日市大学 総合政策学部 教授 

松本 真由美  東京大学 教養学部環境エネルギー化学特別部門 客員准教授 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民間事業者 

石原産業株式会社 

オーシャンネットワークエクスプレスジャパン株式会社 

霞北埠頭流通センター株式会社 

川崎汽船株式会社 

KH ネオケム株式会社 

コスモ石油株式会社 

株式会社三十三銀行 

株式会社 JERA 

株式会社商船三井 

昭和四日市石油株式会社 

中部コールセンター株式会社 

中部電力株式会社 

東ソー株式会社 

東邦ガス株式会社 

名古屋四日市国際港湾株式会社 

日本郵船株式会社 

株式会社百五銀行 

本田技研工業株式会社 

三菱ケミカル株式会社 

四日市港国際物流センター株式会社 

 

関係団体 

四日市海運貨物取扱業会 

四日市港運協会 

四日市商工会議所 

 

 

 

関係行政機関 

経済産業省 中部経済産業局 

国土交通省 中部地方整備局 四日市港湾事務所 

国土交通省 中部運輸局 三重運輸支局 

三重県 戦略企画部 

三重県 環境生活部 

三重県 雇用経済部 

四日市市 政策推進部 

四日市市 商工農水部 

四日市市 環境部  
四日市港管理組合（事務局） 


